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太田市訓令第３号 

 

人事異動及び人事記録に関する規程の一部を改正する訓令 

人事異動及び人事記録に関する規程（平成１７年太田市訓令第１１

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中第３０号を第３２号とし、第１８号から第２９号ま

でを２号ずつ繰り下げ、第１７号を第１９号とし、同号の前に次の１

号を加える。 

⒅ 任期満了 職員がその任期の満了により当然離職すること。 

 第２条第１項中第１６号を第１７号とし、第３号から第１５号まで

を１号ずつ繰り下げ、第２号の２を第３号とし、同条第２項中「第８

号」を「第９号」に、「第１１号」を「第１２号」に、「第１２号」を

「第１３号」に改める。 

別表第１を次のように改める。 

通知書の記載事項及び記入要領 

通知書に記載する事項及び記入要領は、次に定めるところによる。 

１ 「現職名」欄には、現に職員である者について、第７条各号又は

第８条第１項及び第２項各号に掲げる場合に該当する事実（以下

「異動等」という。）が生ずる際に、その者の有する太田市職員の職

名及び職務に関する規則（平成１７年太田市規則第４５号。以下「規

則」という。）に定める職員の職名を記入するものとする。ただし、



消防職員については、太田市消防職員の階級等に関する規則（平成

１７年太田市規則第２４３号）に定める職名及び階級に定めるもの

を使用する。新たに採用する者については、記入を要しない。 

２ 「氏名」欄には、異動等に係る者の氏名を記入する。ふりがなは、

要しない。 

３ 「日付及び任命権者」欄には、異動等を発令した年月日又は異動

等が発生した年月日及び任命権者の（氏）名を記入し、（職）印を押

印する。 

４ 通知書への記入は、タイプによる横書きを原則とする。ただし、

これにより難いときは、ゴム印その他適宜な方法を用いることがで

きる。 

５ 「異動内容」欄の記載事項及び記入要領は、次に掲げるとおりと

する。ただし、これにより難いときは、他の方法によることができ

る。 

異動等の区分 記入要領 説明 

１ 採用する

場合 

職位上の職名を伴わない職

に採用する場合「太田市

アに採用する部課イを命

ずる」と記入する。 

職務の級及び号給を通知す

る場合には上記の次に

「何級に決定し何号給を

給する」と併せて記入す

る。 

「ア」の記号をもって表

示される事項は、規則

で定める職員の名称

を、「イ」の記号は職

員の職名をそれぞれ表

示する。以下同様とす

る。 

記入に当たっては、句読

点は、付さない。以下

同様とする。 

出向により任命権者を異

にする他の機関から異

動してきた職員を任命

する場合は、「採用す

る」を「任命する」と



表示する。 

２ 定年前再

任用する場

合 

「太田市アに採用する部課

イを命ずる 

任期は 年 月 日までと

する 

何級に決定し何号給を給す

る」と記入する。 

  

３ 暫定再任

用する場合 

「太田市アに採用する部課

イを命ずる 

任期は 年 月 日までと

する 

何級に決定し何号給を給す

る」と記入する。 

 

４ 勤務延長

する場合 

「 年 月 日まで勤務延

長する」と記入する。 

  

５ 暫定再任

用の任期を

更新する場

合 

「再任用の任期を 年 月 

日まで更新する」と記入

する。 

  

６ 勤務延長

の期限を延

長する場合 

「勤務延長の期限を 年 

月 日まで延長する」と

記入する。 

  

７ 勤務延長

の期限を繰

上げする場

合 

「勤務延長の期限を 年 

月 日に繰り上げる」と

記入する。 

  

８ 昇任させ

る場合 

「部課イを命ずる」と記入

する。 

 

９ 転任させ

る場合 

「部課イを命ずる」と記入

する。 

 

１０ 職員を

他の任命権

者が任用す

「ウに出向させる」と記入

する。 

「ウ」の記号をもって表

される事項は、異動に

係る職の属する機関の



ることにつ

いて同意を

与えた場合 

名称を表示する。採用

を伴う場合は、その事

項を先に記入する。 

１１ 兼任を

行う場合 

「部課イを兼任させる」と

記入する。 

兼任の期間を定める場合に

は 

「兼任の期間は 年 月 

日までとする」と併記す

る。 

同一部課に属する場合に

おいては、部課の記入

を省略することができ

る。８項、９項、次項

及び１２項において同

様とする。 

併任の場合にあっては、

職の属する機関の名称

を部課の先に記入す

る。 

１２ 兼任を

解除する場

合 

「部課イの兼任を解く」と

記入する。 

  

１３ 兼任が

終了した場

合 

「部課イの兼任は終了し

た」と記入する。 

  

１４ 職員を

昇格させる

場合（昇任

を伴う場合

を除く。） 

「ス何級に決定し何号給を

給する」と記入する。 

「ス」の記号をもって表

される事項は、「行政

職」等の適用される給

料表の名称を表示す

る。 

１５ 職員に

職務付加す

る場合（事

務取扱又は

職務代理） 

「部課イ事務取扱（又は職

務代理）を命ずる」と記

入する。 

期間を定める場合には、

「事務取扱（又は職務代

理）の期間は 年 月 

日までとする」と併記す

る。 

事務取扱又は職務代理と

は、他の職員の職務権

限をその職員の職に任

用することなく行わせ

る場合であって、病気

休暇、外国出張等の職

員の占める職の職務権

限を代行させる場合を

いう。この場合におい



て、事務取扱はその職

員の職と職位上下位の

職の職務権限を代行さ

せる場合を、職務代理

とはその職員の職と職

位上上位の職の職務権

限を代行させる場合を

いうものとする。 

１６ 職員に

付加した職

務を解除し

た場合 

「部課イ事務取扱（又は職

務代理）を解く」と記入

する。 

 

１７ 職員に

具体的職務

を付加する

場合 

「事務（又は業務）に従事

させる」と記入する。 

「部課イを命ずる」の次

に記入する。 

事務（又は業務）の前に

具体的職務を記入す

る。 

１８ 職員に

付加した職

務を解除し

た場合 

「部課イを解く」と記入す

る。 

  

１９ 職員に

付与される

公の職等の

名称が変更

された場合 

「オによりカはキとなっ

た」と記入する。 

この場合、当該職員への通

知をもって辞令に代える

ものとする。 

「オ」の記号をもって表

示される事項は、根拠

法令の条項を表示し、

「カ」の記号は当該職

員に付与されていた変

更前の名称を、「キ」

の記号は、当該職員に

付与された変更後の名

称を表示する。以下同

様とする。 

２０ 職員に

付与される

(1) 公の名称を職員に付

加する場合 

「ク」の記号をもって表

示される事項は、当該



公の職等の

名称が付加

された場合 

「クを命ずる」と記入す

る。 

(2) 法令の規定により公

の称が当然に職員に付加

された場合 

「オによりクを命ぜられ

た」と記入する。 

この場合、当該職員への通

知をもって辞令に代える

ものとする。 

職員に付加される公の

名称を表示する。以下

同様とする。 

２１ 職員に

付加された

公の職等の

名称がなく

なった場合 

(1) 職員に付加された公

の名称をなくす場合 

「クを免ずる」と記入す

る。 

(2) 法令の規定により職

員に付加された公の名称

が当然になくなった場合 

「オによりクを免ぜられ

た」と記入する。 

この場合、当該職員への通

知をもって辞令に代える

ものとする。 

  

２２ 復職さ

せる場合 

「部課イに復職させる」と

記入する。 

現職名欄の記入は、要し

ない。次項において同

様とする。 

２３ 職員が

復職した場

合 

「部課イに復職した」と記

入する。 

  

２４ 職員が

失職した場

合 

「ケに該当して失職した」

と記入する。 

「ケ」の記号をもって表

示される事項は、失職

となった理由を掲げる

法令の条項とする。 

２５ 職員が 「任期の満了により 年  



任期満了し

た場合 

月 日限り退職した」と

記入する。 

２６ 辞職を

承認する場

合 

「辞職を承認する」と記入

する。 

同時に退職手当支給金額

を通知することもでき

る。この場合には、

「退職手当何円を支給

する」と併記する。 

２７ 職員が

退職した場

合（免職又

は辞職の場

合を除

く。） 

(1) 職員が定年退職をす

る場合 

「太田市職員の定年等に関

する条例第２条の規定に

より 年 月 日限り定

年退職した」と記入す

る。 

(2) 勤務延長の期限の到

来より職員が当然退職す

る場合 

「太田市職員の定年等に関

する条例第４条第１項

（又は第２項）の規定に

よる期限の到来により 

年 月 日限り退職し

た」と記入する。 

  

２８ 職員を

派遣する場

合 

「コに派遣する」と記入す

る。 

期間を定める場合は「派遣

の期間は 年 月 日ま

でとする」と併記する。 

「コ」の記号をもって表

示される事項は、派遣

する公共団体の名称と

する。 

公益的法人等への職員の

派遣等に関する条例に

基づく派遣の場合も同

様とする。ただし、１

年限りの研修派遣にあ

っては、「派遣」を



「研修派遣」とする。 

２９ 外郭団

体、法人等

の業務を兼

業させる場

合 

「サ事務を兼業させる」と

記入する。 

「部課イに昇任させ

る」、「部課イを命ず

る」又は「部課イに転

任させる」の次に記入

する。 

「サ」の記号をもって表

示される事項は、外郭

団体、法人等の名称と

する。 

３０ 派遣し

た職員を職

務に復帰さ

せる場合 

「職務に復帰させる」と記

入する。 

昇任、転任等を伴う場合

は、それぞれ当該事項

を併記する。 

３１ 育児休

業を承認す

る場合 

「育児休業を承認する   

育児休業の期間は 年 

月 日から 年 月 日

までとする」と記入す

る。 

  

３２ 育児休

業の期間の

延長を承認

する場合 

「育児休業の期間を 年 

月 日まで延長すること

を承認する」と記入す

る。 

  

３３ 育児休

業をした職

員が職場に

復帰した場

合 

「職務に復帰した」と記入

する。 

 

３４ 育児休

業の承認を

取り消す場

合 

「育児休業の承認を取り消

す職務に復帰した」と記

入する。 

 

３５ 修学部 「修学部分休業（セ）を承 「セ」の記号をもって表



分休業を承

認する場合 

認する  修学部分休業

の期間は 年 月 日か

ら 年 月 日までとす

る」と記入する。 

される事項は、「週〇

〇休業」（〇〇の部分

には、職員の１週間当

たりの休業時間を表

示）とする。 

３６ 修学部

分休業をし

た職員が職

務に復帰し

た場合 

「 年 月 日限りで修学

部分休業の期間は満了し

た」と記入する。 

 

３７ 修学部

分休業の承

認を取り消

す場合 

「修学部分休業の承認を取

り消す」と記入する。 

 

３８ 高齢者

部分休業を

承認する場

合 

「高齢者部分休業（セ）を

承認する  高齢者部分

休業の期間は 年 月 

日から 年 月 日まで

とする」と記入する。 

 

３９ 高齢者

部分休業の

時間の変更

を承認する

場合 

「高齢者部分休業（セ）を

高齢者部分休業（セ）に

変更することを承認す

る」と記入する。 

 

４０ 高齢者

部分休業の

承認を取り

消す場合 

「高齢者部分休業の承認を

取り消す」と記入する。 

 

４１ 自己啓

発等休業を

承認する場

合 

「自己啓発等休業を承認す

る  自己啓発等休業の

期間は 年 月 日から 

年 月 日までとする」

と記入する。 

 



４２ 自己啓

発等休業の

期間の延長

を承認する

場合 

「自己啓発等休業の期間を 

年 月 日まで延長する

ことを承認する」と記入

する。 

 

４３ 自己啓

発等休業を

した職員が

職務に復帰

した場合 

「職務に復帰した」と記入

する。 

 

４４ 自己啓

発等休業の

承認を取り

消す場合 

「自己啓発等休業の承認を

取り消す職務に復帰し

た」と記入する。 

 

４５ 配偶者

同行休業を

承認する場

合 

「配偶者同行休業を承認す

る  配偶者同行休業の

期間は 年 月 日から 

年 月 日までとする」

と記入する。 

 

４６ 配偶者

同行休業の

期間の延長

を承認する

場合 

「配偶者同行休業の期間を 

年 月 日まで延長する

ことを承認する」と記入

する。 

 

４７ 配偶者

同行休業を

した職員が

職務に復帰

した場合 

「職務に復帰した」と記入

する。 

 

４８ 配偶者

同行休業の

承認を取り

消す場合 

「配偶者同行休業の承認を

取り消す職務に復帰し

た」と記入する。 

 



４９ 職員の

勤務地を指

定する場合 

「シ勤務を命ずる」と記入

する。 

「シ」の記号をもって表

される事項は、勤務地

の名称を表示する。 

５０ 職員の

勤務地の指

定を解除す

る場合 

「シ勤務を解く」と記入す

る。 

 

５１ 職員を

降任させる

場合 

「オによりイに降任させ

る」と記入する。 

降任に伴い、降格、降号

させる場合には、採用

する場合の例により、

職務の級及び号給を併

記する。次項において

同様とする。 

５２ 職員を

降任させる

場合（法第

２８条の２

第１項の規

定によるも

のに限

る。） 

「部課イを命ずる」と記入

する。 

 

５３ 職員を

降格、降号

させる場合

（降任を伴

う場合を除

く。） 

(1) 降格させる場合 

「オによりス何級に降格さ

せる何号給を給する」と

記入する。 

(2) 降号させる場合 

「オにより降号するス何級

何号給を給する」と記入

する。 

 

５４ 休職に

する場合 

「オにより休職にする   

休職の期間は 年 月 

日までとする」と記入す

る。ただし、法第２８条

  



第２項第２号の規定によ

り休職する場合には、 

「休職の期間は 年 月 

日までとする」の記入は

要しない。 

５５ 休職の

期間を更新

する場合 

「休職の期間を 年 月 

日まで更新する」と記入

する。 

  

５６ 免職す

る場合 

「オにより免職する」と記

入する。 

  

６ 任命権者は、通知書の写しをいわゆる人事記録として保管しなけ

ればならない。 

附 則 

この訓令は、令和７年３月３１日から施行する。 


